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デジタル人材に求められるスキルとしてのニーズの概念化 
 

木野 泰伸 （筑波大学） 

 

1 背景と課題 

デジタル人材には多くの種類が考えられ、

多くのスキルが求められる。本発表では、そ

れら必要とされる多くのスキルの中から「ニ

ーズの概念化」について述べる。 

企業は、変化する社会に合わせ、常に自ら

を変化させていく必要がある。その場合、ど

の方向にどのように変化させていくのが良い

のかを考え、新しい業務を設計していくこと

になる。ここでは理解しやすくするために、

変化を試みる企業が、変革に伴う IT システム

の開発をプロジェクトとして発注する場面を

想定し、受注する企業にデジタル人材がいる

という状況を想定して述べる。 

プロジェクトを受注した企業にいるデジタ

ル人材は、発注企業が、どのような方向に変

革していきたいかというニーズを理解し、シ

ステムを設計、開発していくことになる。こ

の場合、想定される懸念事項として、以下の

ようなケースが考えられる。プロジェクトが

進展し、いよいよユーザーテストの段階にな

った時に、ユーザーが思い描くニーズと実際

に出来上がってきたシステムに大きなズレが

存在してしまう場合である。 

既に開発は行われ、プロジェクトが終盤に

なり、ユーザーがシステムを触れる段階にな

って、はじめて自分たちに必要な要件に気が

付くことがある。そのような場合、プロジェ

クトは大幅に逆戻りしてやり直すか、ユーザ

ーが不満足な機能のシステムを使うことにな

る。 

こうした事態は、できるだけ回避したい。

そこで、デジタル人材には、ユーザーが求め

ているニーズを適切に把握したうえで、シス

テムを設計し開発することが求められる。 

このことから、プロジェクトの初期段階に

おいて、ユーザーのニーズをいかに適切に把

握できるかが重要となる。ニーズの把握のた

めに、ユーザーとミーティングしたり、イン

タビューを行う。しかし、ここに大きな課題

点がある。もし、ユーザーが自分たちの求め

ているニーズを正確に理解していて、正確に

伝えることができれば、問題は起こらないが、

ユーザー自身がニーズを十分には理解できて

いない、すなわち、頭の中で漠然としかイメ

ージできていないことも少なくない。 

本発表では、ユーザーの頭の中で漠然とし

ているニーズを、インタビューを通して概念

化していく方法について議論する。 

以下、２章では、関連する手法について述

べ、３章では、本発表で提案する方法につい

ての手順を述べる。 

 

2 関連する手法 

2.1 形態素解析 

日本語や英語といった自然言語を理解する

には、単語の意味と文法としての法則を知っ

ていることが必要となる。文章は、構成する

単語レベルの単位に分割することができる。

例えば、「今日は良い天気」といった場合、「今

日/は/良い/天気」といった具合に分割できる。

このような分割された単位を形態素と呼び、

コンピュータ上で分割するソフトウェアを形

態素解析ソフトと呼ぶ。形態素解析ソフトウ

ェアには、いくつかの種類があるが、多くの

場合、分割された形態素には、品詞の情報が

付加される。本手法では、この品詞情報を有

効に活用する。 

 

2.2 エンタープライズ・アーキテクチャ 

建物を建てる場合は、設計図面を用いて設

計を行う。長い歴史を通じて、設計図面のあ

り方は標準化されている。一方、企業や仕事

を作成する場合は、どのような図面を書けば

よいのだろうか。企業でよく使われる組織図

も、一つの図面である。しかし、組織図では、

企業が行う仕事は記述されていない。仕事を

表記するには、一般的に業務フローチャート



や、業務記述書が用いられる。このように企

業およびその仕事を記述し、設計するために

は、多くの種類の図が必要である。どのよう

な切り口において、どのような図が適切であ

るかを整理したものとして、1987 年にザック

マンが発表したフレームワーク[1]が有名であ

る。 

 

2.3 モデル化技法 

 EA のところでも述べたように、企業やそ

の活動を図に表すことは容易ではない。これ

までに、多くの図が提唱され、利用されてき

ている。現在、ソフトウェアを作成すること

を目的に、モデル図の書き方を学習する場合

は、一般的に UML（Unified Modeling Language）

を学習する。本研究においても UML を基礎

として、モデル図を作成しても良いが、本手

法では、ソフトウェアそのものの作成を直接

の目的としているわけではないので、UML

のもとになっている基礎的な図として、ER

（Entity-Relationship）図、フローチャート、

状態遷移図を基本としている。なお、ER 図

を開発した Peter Chen は、品詞と ER 図の要

素の関係についても議論している[2]。 

 

3 ニーズの概念化 

3.1 手順概要 

ユーザーは、必ずしも自分のニーズを整理

して理解できているとは限らない。そのため、

会議を通じて議論をしても、ユーザーが望む

ニーズを全て抽出できるわけではない。その

ような場合においても、できるだけ網羅的に、

ユーザーのニーズを整理整頓して抽出するこ

とが望まれる。本手法では、ユーザーに対す

る複数件のインタビューをもとに、ニーズを

把握する手法について述べる。なお、ニーズ

と課題は、表裏一体であり、本手法ではニー

ズの把握、課題の把握も、よく似たものとし

て扱っている。 

本手法での手順概要を以下に記述する。 

手順概要： 

1. インタビューを行い、文章に書き起こす。 

2. 形態素解析を行い、品詞ごとのキーワー

ドリストを作成する。 

3. キーワードリストを確認しながら、登場

人物を整理する。（このとき、固有名詞、

代名詞を、役割を表現する名詞として整

理する） 

4. キーワードリストを確認しながら、重要

と思われる物質および概念をリストアッ

プする。（名詞） 

5. キーワードリストの中のサ変名詞、動詞

を確認し、重要と思われるものをリスト

アップする。 

6. 全体および、上記、3. 4. 5. でリストアッ

プした単語をもとに、共起ネットワーク

図を作成し、モデル図のもとになる概念

要素の候補を抽出する。 

7. 図を作成する。（基礎となる図を選択する

ポイントを次節で述べる。 

 

3.2 基本となる図のポイント 

前述の手順の「7. 図を作成する」について

さらに詳しく確認する。本手法では図のタイ

プを以下の 3 種類で考えている。1) ER 図的、

2) フローチャート的、3) 状態遷移図的であ

る。抽出された概念をもとに、図を描く場合、

何に着目するのか、時間をどのように扱うか

がポイントとなる。具体的には、以下のよう

になる。 

1) 分析対象について、時間軸を追うのでは

なく、各要素間の構造を、それぞれの関

係によって結びつける場合は、ER 図をベ

ースとして記載すると分かりやすい。 

2) 分析対象について、ファンクション（変

化させる機能）を中心に時間軸に沿って

記述していく場合は、フローチャートを

ベースとして記載すると分かりやすい。 

3) 分析対象について、心の動きや、獲得し

たスキルや能力の変化といった状態の変

化を時間軸に沿って記述していく場合は、

状態遷移図をベースとして記載すると分

かりやすい。 
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情報セキュリティにおけるデジタル人材育成 

求められる技術トレーニング 

 

上田 健吾 （SANS Institute） 

 

1 はじめに 

日本では情報セキュリティ人材が不足して

いると言われ続けているが[1]、求められるス

キルや辿るべきキャリアが示されることは少

ない。本稿では増え続ける不正アクセスの驚

異に対し、必要な人材と、育成するためのト

レーニングについて述べる。 

 

2 不正アクセスの実態とインシデント

レスポンス 

2.1 不正アクセスの実態 

令和 2年に都道府県警察から警察庁に報告

がなされた不正アクセス数は 2,806件に上る
[2]。1 日あたり 8 件弱の不正アクセスが行わ

れている。しかし、筆者がセキュリティコン

サルタントとして情報セキュリティ事故対応

支援を行っていた際に依頼がきていたセキュ

リティ事故の件数を考えると、都道府県警察

へ届け出られる不正アクセスは氷山の一角で

あると思われる。 

こうした不正アクセスは、インターネット

黎明期には、知的好奇心や自己顕示欲を満た

すために行われていたものが多かったが、現

在では不正に経済的利益を得るために行われ

ることが多く[2]、これまで以上に「犯罪」の

色が濃くなってきている。 

 

Table 1 動機別検挙件数[2] 

 

 

2.2 攻撃者優位 

これらの不正アクセスは、防御を行う側に

対して、攻撃者側が優位に立っていると言わ

れている。 

攻撃者側は最新の攻撃技術を用い、防御す

るための対策方法や不具合を修正するための

パッチが公開される前に、いわゆる「ゼロデ

イ攻撃」を仕掛けてくることもある。攻撃技

術が販売されたり、攻撃を自動化するための

ツールが公開されていたりもする。 

一方防御をする側では、攻撃者側の手口を

知らず、システムや情報を守るための事前対

応も行われていないことが多い。このため、

攻撃を受けたとしてもそれに気づくこともで

きず、漏洩した情報を特定することすら困難

なケースも多々見受けられる。 

 

2.3 インシデントレスポンス（対応） 

組織を守るためには、攻撃者の手口もある

程度理解した上で、事前の準備を怠らず、攻

撃を受けたらそれを検出して対応をしていく

必要がある。インシデントレスポンスの一連

の流れを Fig.1に示す 

こうしたインシデントレスポンスには技術

的な知識が必要であり、一般的な組織内のみ

で対応することは困難なため、セキュリティ

専門のベンダーに協力を仰ぐことになる。し

かしセキュリティベンダーは、あくまで「支

援・協力」をするに留まり、実際の対応・判

断・決定は組織内で対応する必要がある。 

 

 

Fig. 1 インシデントレスポンスの流れ 

 

 



3 情報セキュリティ人材育成 

3.1 求められる人材像 

前節で挙げたように、セキュリティに関す

る「実際の対応・判断・決定」を組織内で対

応するためには、次のようなスキルを持つ人

材が必要となる。 

 

⚫ 判断ができる人材 

⚫ 他組織と会話ができる人材 

⚫ 社内伝達ができる人材 

 

まずは自組織のセキュリティ対策や対応の

判断をすることができなければならない。ま

た、セキュリティベンダーや警察、IPA など

の関連機関とセキュリティ知識を持って相対

する必要がある。これらの内容について、経

営層に説明し、組織としての対応を決定し、

それを関連各部署にも説明しなければならな

い。こうした人材が必要とされている。 

 

3.2 求められるセキュリティ知識 

セキュリティの知識とひとことに言っても、

防御よりの知識や攻撃寄りの知識なのか、そ

して経営に必要となる知識や技術的な知識と、

その内容は多岐にわたる。 

この中でも経営に必要となる、マネジメン

ト寄りの知識については、CISSPや CISA、CISM

などの資格が挙げられるが、これらは日本国

内でも多くの組織で取得が進んできている。

一方、攻撃手法の習得を含む技術的な知識に

ついては、受けられるトレーニングや資格の

種類は増えてきているものの、日本国内での

受講・受験数は十分であるとは言えない。セ

キュリティベンダーや攻撃・防御について習

得する必要のある官公庁、通信事業者や一部

の金融機関などは積極的にこうしたトレーニ

ングにも参加しているが、国内に十分に拡が

っているとは言えない。 

 

Fig. 2 セキュリティ知識 

これからは、エンジニアの基礎知識として

セキュリティ技術を学ぶ時代になってきてい

る。プログラミング技術やネットワーク技術、

Web サイトに関する技術など、エンジニアに

求められる技術は日々移り変わってきている

が、現代のエンジニアにはセキュリティ技術

もひとつの必須である基礎知識として挙げら

れよう。 

 

3.3 知識を得るためのトレーニング・資格 

それではどのようなトレーニングでセキュ

リティ技術を身につければよいのだろうか。

ここでは大きく 6つの観点を挙げたい。 

 

⚫ 業務に適合した内容であること 

⚫ 体系立った内容であること 

⚫ 実践的な内容であること 

⚫ 復習可能な教材があること 

⚫ 定評、実績があること 

⚫ 学習効果を評価・測定できること 

 

Offensive Security の OSCP 資 格 や

EC-Councilの CEH資格、SANS の GIAC資格や

そのトレーニングなど、グローバルで評価さ

れている様々なセキュリティ技術資格・トレ

ーニングが候補に挙げられる。それぞれの特

徴を把握した上で、組織内の業務に必要とな

るセキュリティ知識を身につけていただきた

い。 

 

4 おわりに 

本稿では、情報セキュリティ人材の人材像

と、育成のためのトレーニングや資格につい

ての指針を示した。セキュリティベンダーに

留まらず、国内の各組織でこうしたセキュリ

ティ人材が育成されることを期待したい。 
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長崎県立大学セキュリティ学科の出口戦略 

 

加藤雅彦（長崎県立大学） 

 

1 背景 

1.1 長崎県の状況 

  長崎県は古くは海外との交流窓口として，

近代では炭坑や造船を産業として栄えてきた

町である．しかし，近年では造船業の衰退も

あり，急速に人口減少が進み，県内一部上場

企業がゼロとなるなど，経済状況は悪化して

いる．そこで，産業構造の転換を図るため，

県は情報産業振興や企業誘致を積極的に行っ

た．その結果，現時点で情報系企業の立地が

相次ぐなど，明るい兆しが見え始めている． 

1.2 情報セキュリティ学科の状況 

  長崎県立大学情報セキュリティ学科は平成

28 年 4 月からスタートし，5 年を迎えた．学

科専用に大規模な演習設備を導入し，企業イ

ンターンを積極的に取り入れるなど，特色あ

る教育を行っている．令和 3 年度より，学生

の募集定員を 40 名から 80 名に倍増し，演習

室や企業との共同研究スペースを備えた学科

専用の研究棟が建築されるなど，積極的な投

資を行っている．本学科には技術者育成や産

業振興，県内就職率向上など，県内外から様々

な期待が寄せられている． 

1.3 学生の就職状況 

  学生の就職は活況を呈しており，就職率は

100%を維持している．入学時の学生の出身地

は長崎県出身が 47%とおよそ半数である．就

職先は情報通信業が 63%，次いで製造業が 16%

となっている．採用時の配属先は 59%が東京

を中心とする関東に集中しており,県内就職

は苦戦している．これは，東京に本社機能が

集中しており，新卒採用はいったん東京で研

修するという企業が多いことが主要な要因で

ある．さらに，長崎県に本社がある情報系企

業で情報セキュリティを主たる生業としてい

る企業が無く，情報通信系企業や製造業では

なく，「情報セキュリティを専門として仕事に

就きたい」という思いが強い学生ほど，長崎

県内での就職は困難となっている． 

2 出口戦略 

2.1 就職までの流れ 

  本学科では，早い段階から学生に就職を意

識してもらうために，2 年生後期で外部講師

による仕事についての講義（2 単位）を，3 年

生夏季休暇期間で企業と大学が連携したイン

ターン（2 単位）を，それぞれ授業として提供

している．デジタル人材の新卒採用時期は早

期化しており， 3 月１日解禁の就活スケジュ

ールに合わせて活動すると出遅れる状況にあ

る．そのため，ES 指導や面接練習についても

早期に対応し，実態に合わせた就職指導を行

うことで就職率向上につなげている． 

2.2 企業との連携 

  就職先の確保は新設の学科として非常に重

要である．長崎県においては情報産業の規模

が小さく，学科設立時より就職先の確保に困

難が生じることは容易に予測できた．そこで，

学科設立時より実務家教員を中心として，積

極的に企業や県との連携を推進することによ

り，就職先の確保を行った．具体的には，実

務家教員のコネクション活用，コミュニティ

を通じた地場情報系企業とのコネクション形

成，県による企業誘致への協力などである． 

3 課題 

3.1 大学の課題 

  教員が就職活動や企業誘致に積極的に関与

することは出口戦略として効果的である一方，

負担も大きく，対応可能な教員は限られる．

また，学会活動などの方が評価されるため，

教員への動機付けが困難となっている． 

3.2 企業の課題 

  企業の採用面接は短時間でコミュニケーシ

ョン力を重視する傾向が強い．会話が得意で

はない，デジタルの扱いに長けた学生は面接

で不採用となりやすい．長期インターンを導

入することにより，デジタル人材の採用を推

進できる可能性が高まると考える． 



日本のボッシュ・グループにおける 

デジタル人材育成のための取り組み紹介 

 

戸澤 健太 （ボッシュ株式会社） 

 

1 はじめに 

本発表では、企業におけるデジタル人材育

成の取り組み事例として、日本のボッシュ・

グループにおける取り組みを紹介する。 

2 ボッシュ・グループについての概要 

2.1 世界のボッシュ・グループ 

ボッシュ・グループは、ロバート・ボッシ

ュ GmbH とその子会社 440 社、世界の約 60

カ国にあるドイツ国外の現地法人で構成され

るグローバル企業で、従業員数は約 39.5 万人

となっている。事業は、モビリティ ソリュー

ションズ、産業機器テクノロジー、消費財、

およびエネルギー・ビルディングテクノロジ

ーの 4 セクターで運営している。IoT テクノ

ロジーのリーディングプロバイダーとして、

センサー技術、ソフトウェア、サービスに関

する豊富な専門知識などを活かし、さまざま

な分野にまたがるネットワークソリューショ

ンをワンストップで顧客に提供している。未

来の成長の基盤となる技術革新力にも注力し

ており、世界中の 129 の拠点で約 7.3 万人の

従業員が研究開発に、そのうち約 3.4 万人が

ソフトウェアエンジニアリングに携わってい

る。 

2.2 日本のボッシュ・グループ 

ボッシュ・グループは 1911 年より、日本に

進出した歴史を持つ。現在の日本のボッシュ・

グループには約 6,500 人の従業員がおり、第

三者売上高(2020 年)は約 2,690 億円となって

いる。日本においては、4 つの事業セクター

の中では、モビリティ ソリューションズが最

も大きく売上高の 9 割を占める。IoT や AI に

関する事業は日本のボッシュ・グループでも、

取り組みを進めており、ソフトウェアエンジ

ニアの採用や育成、ならびに社員のデジタル

コンピテンスの向上に力を入れている。 

 

3 日本のボッシュ・グループにおけるデ

ジタル人材育成の取り組み 

3.1 ボッシュトレーニングセンタージャパン

の組織概要 

ボッシュ・グループには、ドイツ本社をは

じめ、世界 7 拠点に「ボッシュトレーニング

センター」というセクションが設置されてお

り、全世界の従業員に対して研修などの学習

機会を提供している。日本のボッシュ・グル

ープ従業員に対しては、ボッシュトレーニン

グセンタージャパンが年間 200 講座・400 セ

ッションの研修をはじめ、様々な学習機会を

提供しており、本発表ではその取り組みの一

部を紹介する。 

3.2 世界共通の取り組み事例紹介 

ボッシュトレーニングセンタージャパンが

行っている取り組みの中でも、世界共通で行

われている施策について事例を紹介する。こ

れらはドイツ本社を中心に世界のボッシュ・

グループ全体で推進されている施策で、グロ

ーバルで共通のコンセプトやプログラムを日

本の従業員向けにローカライズして展開して

いる。 

⚫ Bosch Learning Company のコンセプト推

進 

VUCA と呼ばれる変化が速く、予測不能

なデジタル時代をリードする会社であり

続けるために、ボッシュ・グループは

Bosch Learning Company というコンセプ

トを推進し、従業員一人一人が自ら学び

続けるマインドセットの醸成に取り組ん

でいる。社内 SNS や、各事業所に設置さ

れているデジタルサイネージなどを活用

し、Bosch Learning Company のコンセプ

トやメッセージを発信している。 

⚫ AI 基礎研修、ディープラーニング基礎研

修の導入 

世界共通のプログラムとして、ドイツ本



社で企画されている研修の中に、AI 基礎

研修や、ディープラーニング基礎研修が

ある。ボッシュトレーニングセンタージ

ャパンでは、これらのプログラムを日本

の従業員向けに積極的に展開している。 

⚫ e ラーニングツールの展開 

業務時間内外に利用することができる複

数の e ラーニングツールを、ボッシュ・

グループ世界共通で希望者に提供してい

る。 

3.3 日本独自、地域独自の取り組み事例紹介 

 ボッシュトレーニングセンタージャパンは

日本のボッシュ・グループにおけるトレーニ

ングプロバイダーとして、日本ならではの学

習ニーズを捉えた学習機会提供に非常に注力

している。その中には、日本独自で行ってい

る取り組みや、同じアジア太平洋地域に属す

る中国法人のボッシュトレーニングセンター

チャイナとのコラボレーションによる地域独

自の施策も多く含まれる。 

⚫ エンジニア向けのソフトウェアに関する

ラーニングパスの策定 

日本独特の事業環境や従業員の属性・ス

キルセットをふまえ、ソフトウェアエン

ジニアのコンピテンス強化や、非ソフト

ウェアエンジニアをソフトウェアエンジ

ニアへと育成するためのラーニングパス

の策定を行っている。社内アンケートに

よる定量的な調査と、経営層や複数の事

業部門の従業員へのヒアリングによる定

性的な調査を行い、双方向から社内の学

習ニーズを分析、分析結果をふまえて効

果的なラーニングパスを策定し、「何をど

のような順番で学習していけばボッシュ

で求められるソフトウェアコンピテンス

を体得できるか」を指し示す試みを行っ

ている。 

⚫ ラーニングコンサルタント活動 

ボッシュトレーニングセンタージャパン

に所属する各従業員が担当の事業部門を

受け持ち、担当事業部門の「ラーニング

コンサルタント」として、事業部門ごと

の学習ニーズ吸い上げやラーニングソリ

ューションの提供に取り組んでいる。各

事業部からは、ソフトウェアエンジニア

リングに関するニーズのみならず、業務

を効率的に行うための IT ツールリテラ

シーを高めたいといった声も多く聞かれ

るため、そこで出たニーズをふまえ IT ツ

ールを活用するための施策にも取り組ん

でいる。 

⚫ ボッシュ独自の e ラーニングツールの導

入 

ボッシュトレーニングセンタージャパン

とボッシュトレーニングセンターチャイ

ナのコラボレーションによる取り組みと

して、中国のボッシュ・グループ従業員

向けに独自で開発された e ラーニングツ

ールを日本向けにローカライズし、日本

の従業員に対して提供している。この独

自の e ラーニングツールには、デジタル

トランスフォーメーションについてのマ

インドセットを醸成するためのコンテン

ツが多く含まれており、デジタル人材育

成のための重要施策の一つとなっている。 

4 おわりに 

本発表では、現在日本のボッシュ・グルー

プにおいて実施しているデジタル人材育成の

ための取り組みの一部を紹介した。開発、製

造、営業、管理部門など多くの職種の従業員

が働く日本のボッシュ・グループでは、一口

にデジタル人材育成といっても、仕事内容に

よって様々な角度からの取り組みが求められ

るため、今後も戦略的により日本の従業員に

必要とされるプログラムを提供していく計画

である。 
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Vitality開発で得た知見を活かした DX企画・推進人材の育成と評価  

 

岸 和良（住友生命保険相互会社） 

 

1.はじめに 

 日本では多くの企業で DX の必要性が

議論されているが、成功例は多くない。

筆者は DX 型保険商品である「Vitality」

の開発を通じて、DXの成功に必要な要素

とその対応策、特に重要である DX企画・

推進人材の育成について実務を通じて行

ってきたので、その事例を述べる。 

 

2.DXが必要となる背景 

DX が企業や団体に必要になっている

背景は消費者行動の変化であり、それを

受けた企業ビジネスの変化である。この

流れにより、企業は DX 化してビジネス

を高度化、消費者提供価値の再構築をし

ないと DX 化した競合相手にディスラプ

ト（破壊）されると考えるようになった。

これが、世界的に DX が推進される理由

の大きなものである。 

 

3.DXの定義、本質 

DXには、明確な世界的定義はないもの

の、日本においては経済産業省「DX推進

指標」における定義が良く使われる。こ

こでは「企業がビジネス環境の激しい変

化に対応し、データとデジタル技術を活

用して、顧客や社会のニーズを基に、製

品やサービス、ビジネスモデルを変革す

るとともに、業務そのものや、組織、プ

ロセス、企業文化・風土を変革し、競争

上の優位性を確立すること。」と定義され 

ている。しかし、その内容は曖昧である

ため、定義を解釈する人により多種多様

な DX が設定され、同じ社内や団体内で

混乱が生じることも多い。これを避ける

ため、自社や団体にて明確に DX の定義

を行うことが必要である。 

 

4. DXの成功要素 

DX を成功させる要素として影響する

のは「(1)実施内容」、「(2)経営層の意欲」、

「(3)組織」、「(4)人の能力」の 4つである。 

 

4.1実施内容 

実施内容の中身が具体的で、経営課題

の解決策として優れていることである。

B2C 型企業の商品・サービス開発の場合

は以下 4要素になる。 

図 1：実施内容の必要要素 

(1)商品やサービスの基本価値 

(2)差別化要素 

(3)価格優位性 

(4)ビジネス成立性 

 

(1)商品やサービスの基本価値 

商品やサービスの価値が客にとって高

いことが必須要件である。これは形のあ

るモノ商材(有形の商品)だけでなく、旅行、

イベントなどのコト商材(体験型商材)で

も同様である。 

(2)差別化要素 

他の商品やサービスとどれだけ差別化



されているかも重要である。差別化とは、

他の競合商品やサービスよりも、より素

晴らしい、面白い、楽しい、役立つなど

の要素である。 

(3)価格優位性 

他の類似商品やサービスと比べても安

い。価値に比して安いなど、価格は客の

商品サービス選定に大きく影響する。 

(4)ビジネス成立性 

基本価値が高く、差別化できており、価

格優位性も高い商品やサービスを提供で

きたとしても、それが企業や団体として

ビジネスとして成り立たないのでは意味

がない。ビジネスとして継続提供できる

か、収益性で成立するかは重要である。 

 

4.2経営者の意欲と関与 

経営者の意欲が高いこと、関与が強い

ことが必要である。DXでは、経営上の優

位性を確保し、それを絶えず改善するこ

とが必要である。したがって経営トップ

が真剣に DX に取り組むこと、経営改革

を実施する意欲を持つことが重要である。 

 

4.3 組織 

DX では既存のやり方を変えて新しい

発想で進める必要があるため組織は重要

である。たとえば、新しいビジネスモデ

ルや今までとは異なる商品やサービスの

場合は、新しい組織を作るほうが有効で

あることが多い。 

 

4.4人の能力 

DX では新しいことをやり遂げる必要

があるので、DXに向く資質や能力要素を

持った人材の選定とそれらの人材の教育

が必要である。特にリーダー人材は自社

のビジネスを DX でどのように変えるべ

きかを定義、社内に説明、上層部を説得

できる企画、調整、説明能力、プロジェ

クトマネジメント能力などが必須である。 

 

5.アセスメントを使った人材選定 

住友生命では、DXに向く資質と仕事推

進力をアセスメントツールでデータ化し、

数百人の DX 人材候補から向いている人

材を選定する取り組みを行っている。ま

た選定した人材に、ビジネス発想力強化

プログラムで「ビジネスを作り出す力」、

「価値を生みだす力」を身につける教育

を実施している。 

 

6.DX人材向け研修プログラム 

DX企画・推進人材の能力を伸ばすため、

DX 候補人材にマインドセット研修、DX

企画・推進人材向けにビジネス発想力強

化プログラムによる研修を実施しており、

その結果で DX 実務にアサインし、住友

生命の DX案件を対応している。 

 

7. おわりに 

DX は新しい用語やビジネス変換を伴

うので難しいと思いがちだが、「人が何に

価値を感じるか」、「デジタル知識」、「ビ

ジネス発想力」を学んでいけば次第にそ

の本質が理解できるようになる。 

これからの時代に対応し、いつまでも

必要な人材として業務遂行できるよう

DXを理解し、その仕事ができるような能

力を持つ DX 企画・推進人材をデータも

使いながら効率的に育成する仕組みが必

要である。 


